




イ 社会福祉施設等に対する灯油等の購入費助成事業 〔平成20年度事業〕 

(対象施設)<次の全ての条件を滞たす ｢表｣に掲げる施設>

･暖房に灯油,重油.ガス又は電気を使用している施設	 ､ 

(ただし,ガス又は電気については,主たる暖房で使用している場合のみ)

･平成20年12月 1日現在において,市内に住所を有する.社会喝祉法に規定する

｢第-種｣及び ｢第二種｣の ｢社会福祉事業を行う施設等｣

･非営利の法人等が運営する施設

･県及び市の指定管理施設となっていない施設

･入所又は通所の利用者がいる施設

･暖房費を施設が全額負担している施設

;預ささ - ㌔義こ斗..軌'::当諾敷三三;

陣がい者施設 障害福祉サービス事業所 3施設 3施設 ｢ 95
･･地域活動支援センター 9 1 7.


児童福祉施設 ･･･学童クラブ保育所	 2 5施設認可外保育施設	 7施設 9
 19.
8


老人福祉施設 小規模多機能型居宅介護事業養護軽費老老人人ホホデイサーーービスセンター特別養護老人ホーム･･････老老人人短期入所施設を行う施設 ムム 3
6
施設 

保護施設 ･授産施設	 1施設 1施設 100_0

※対象施設数は,平成21年3月25日現在での施設数 

(助成額)

灯油又は重油 算 式 ･1 1 1 H0 2g使用量×値上り額 ×■/H9 2 - 2 2 8) 12
値上り額 ･灯油13

.
円,
.

重油28
..
87円 

(H18年 12月とH20.11月
.

の価格の比較)

59施設 83,6

電気又はガス -算 式(主たる暖房で ･(n012料金)2.Xl2
/月分～H21.2月分)-(H18.12月分～H19.2月分の 

(申請期間)平成21年 2月2日から3月25日まで 

(助成総額) 12
 3
6
13,
,85 円
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生活資金貸付の相談

･助け合い資金.生活福祉資金,総合支援資金等の相談受付,紹介	 (市社会福祉

協議会事業) を

<実施状況 >平成 22年 4月 30日現在

①助け合い資金	 246件 6,612.000円


〔平成 20年度 74件 2,048,000円〕


〔平成 21年度 159件 4,194.000円〕


②生活福祉資金	 128件 6,530,000円


〔平成 20年度 26件 2,195,000円〕


〔平成 21年度 96件 3.805.000円〕
 

(参総合支援資金 87件 95.386,000円


〔平成 21年度 78件 86,535,000円〕


④離職者支援資金	 (21年 9月 30日まで)


〔平成 _0 1 実績額 し〕
2.2年度 _

*離職者支援資金は,平成 21年 10月 1日に総合支援資金と統合

生活保護の相談

･生活に困窮する方々を早期に発見 し.本人の事情や状況に応 じた支援を関係機

関と連携 して実施する｡

･ホーム レスの実態調査を,平成21年度に引き続き 5月から9月にかけて実施 し,

口頭説明及びチラシの配布により生活保護制度についての周知を行っている｡

また.関係樺閑等からの情報収集や定期的な巡回により生活状況を把握 し,居

宅生活に向けての相顔 に取 り組んでいるO平成22年度は, 5月｣7日に第 1回目

の調査を実施 した｡

多重債務者の相談

･市消費生活センターにおいて,多重債務者の相談に応 じている｡

生活再建資金貸付の実施

･現行の	 ｢消費者救済資金貸付制度｣の枠組みを使い.貸付による生活再建が見

込まれ,返済が可能な市民への資金貸付を平成21年 4月から実確 している｡

〔平成21年度〕

新規貸付 51件 12.680.000円 

8件 2.900,329円


至 3 ,77 7円
Ii -=貸付残 4件 9 9,61
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キ 離職者への居住安定の確保

･解雇等により住宅の退去を余儀なくされる者に対 し市営住宅 5戸を一定期間提

供する｡(平成 2年 1月2日から受付を開始 し,平硬22年_1 7 4月末現在問い合わせ 

7件)

ク 母子家庭高等技能訓練促進費の拡充 (平成 20年度～)

･母子家庭の母が,就業に向けた資格取得のために養成機関で 2年以上修業 した

場合に支給する訓練促進費の支給額及び支給期間を拡充 した｡ 

(対象資格 :看護師,准看護師,介護福祉士.保育士,理学療法士.作業療法士)

〔平成20年度実績 2件 1,854,000円〕


〔平成 21年度実績 15件 17,866.500円〕


ケ 住宅手当緊急特別措置の実施

･離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち.住宅を喪失 している者

又は喪失するおそれのある者に対 し,住宅手当 (単身世帯31,000円限度 ,複数

世帯40.000円限度)を支給 した (平成 21年 10月 1日受付開始)｡

〔平成 21年度実績 45件 4,627,830円〕


〔平成 22年 4月実績 6件 1.372,110円〕


コ 妊婦健診の公費負担の拡充

･子育て世代が安心､して出産できる環境を作るため実施 してきた妊婦健診の公費

負担を拡充 した (平成 20年度 6回-平成 21年度 14回)｡ 

[平成 21年度昧算 166,433,458円] (妊婦健康診査に係る軽費)__ 

[平成 22年度予算 ｣85,257千円l

サ 特定不妊治療費の公費負担の拡充

･経済的理由で不妊治療を断念する者が増加することがないよう.経済的負担の

軽減を図り,少子化解消の一助に資するため,特定不妊治療費に係る公費負担

を拡充 した (平成 20年度 1回 10万円まで-平成21年度 1回15万円まで)0 

_[ 1 Tl常 4_3里盛2年JITt 2..1L姐班吐 

[平成22年軍予算仰 町

シ 女性特有のがん検診の負担軽減 (無料クーポン券の送付)

･特定の年齢に達 した女性に対 して.子宮額がん及び乳がんに関する検診手帳及

び検診 自己負担金が無料 となる前記がん検診無料クーポン券を送付 した｡ 

_[平成 2年度決算 _,6,1印1 422727 _
 
[平成22年度予算 40,000千円] (6月補正予定)
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ス 子育て応援特別手当支給事業

･対	 象 者

平成21年 2月 1日現在で次の条件を満たす者

同一世帯の中に平成 2年 4月 2日から平成 17年 4月 1日までの間に生ま

れた子どもが 2人以上いること｡かつ前記に該当する子どものうち.年齢の

高い順に 2番目以降で,生年月日が平成 14年 4月 2日から平成 17年4月 1日

までの間であること｡

･支 給 額 対象となる子ども 1人につき36,000円

･申請期間 平成21年 4月20日から平成21年 10月20日まで

･事 業 費 141.729,000円 

(うち支給費137.664,000円,事務費4,065,000円)対象世帯数 3.669件･･件数3,667件給給付付割
合 99.9%

セ DV被害者等臨時生活支援給付金給付事業

定額給付金及び子育て応援特別手当の対象でありながら,DVの被害から逃れ

るため.住民基本台帳に居住地の住所を記載できないために定額給付金事業等に

よる給付金又は手当を受け取ることができない者等に対 し,被害者への生活支援

を行うことを目的として,定額給付金及び子育て応援手当相当額を市の独自事業

で給付した｡

･申請期間 平成21年 7月 1日から平成21年 10月20日まで

･支給件数 7件

･事 業 費 392,000円

<内訳 >

定額給付金相当分 284,000円 (15人)

子育て応援特別手当相当分 108,000円 (3人)

ソ 事前申請者子育て応援特別手当相当額支給事業

国が平成 21年度版子育て応援特別手当を執行停止 したことに伴い,現在の居

住地に住民登録することができないDV被害者の ｢事前申請｣の受付が全国一斉

に開始されていたことに配慮 し,事前申請期間内に申請のあったDV被害者のう

ち,盛岡市に居住 している者に限り,子育て応援特別手当相当額を支給 した｡

･申請期間 平成 21年 10月 1日から平成 21年 10月 30日まで

･支給件数 3件

･事 業 費 子育て応援特別手当相当分 108,000円 

-lil 



夕_jF_自発的朱筆者些対 す旦 国民健橿原険税の軽減碍置

平成 21年 3月 31日以後に失業 した 65歳未満 (失業時)で,雇用保険の特定

受給資格者と特定理由離職者については･申請に串り平成 22年寧以準の国民塵

康保険税卑軽嘩する._

･軽減対象期間 離職 日の翌 日_から翌年度末まで｡_

･軽減内容 前年の給与所得額を 3割にみなして国保税を計算


丁申帯受任場所 市庁舎別館 1階国曝年金課


･申請実額 199件 (平成 22年 5月 11日現在) 

(3)雇用の確保

ア 雇用の維持について


市内関係団体や企業への緊急要請活動を行 った｡


･平成20年 12月 17日に,市長が,盛岡地方振興局長 と共に盛岡中央工業団地協同

組合と協同組合盛岡卸センターを訪問した.

･平成20年 12月26日に.盛岡公共職業安定所,盛岡地方振興局と共に盛岡工業団

地協同組合を訪問 した｡

･平成21年 6月 17日, 19日. 25日に,盛岡公共職業安定所.盛岡地方振興局 と共

に岩手県商工会議所連合会,盛岡商工会議所,協同組合盛岡卸センター.岩手

県経営者協会.岩手経済同友会.県中小企業団体中央会,県中小企業家同友会,

県工業クラブを訪問 した｡

･誘致企業等に対 し平成20年 7月から順次訪問 し,雇用状況等を把握すると ともに,

雇用の維持確保を要請 した｡なお,平成21年 10月末現在での訪問企業数は25社
となった｡

･平成 21年 5月 11日に,盛岡公共職業安定軌 県.盛岡地方振興局等で構成する

｢企業の工場閉鎖等報道に係る関係機関情報交換会｣を開催 した｡

･平成21年 5月 12日に‥ 鳥取県知事,岩手県知事及び市長等が日本たばこ産業㈱

を訪問 し,その後,引き続き県と連携 した対応を行 った｡

･平成21年 8月25日に,｢立地企業と盛岡市長 との懇談会｣を開催.した.

【今後.実施を予定 しているもの】

･市内関係団体や企業への緊急要請活動を引き続き実施するとともに.訪問時に

雇用の維持確保に活用できる国等の助成制度を周知 し,従業員を解雇 しないよ

う要請する｡

･誘致企業訪問を継続 し.雇用状況等の把握と雇用の維持確保を要請する｡

･工場閉鎖等に伴い関係機関と雇用に関する情報交換会を開催する｡

イ 雇用の確保について

･従来から行 っている IT関連企業や研究開発型企業の誘致に留まらず,雇用吸

収力の高い企業誘致に努める｡

･12-



雇用対策推進事業として,ジョブカフェいわてや盛岡地域若者サポー トステー

ションなどへの支援を継続するほか.平成21年度における ｢新規高卒者就職支

援事業 (スター トワーキングサポー ト事業)｣を拡大して実施 しているoなお,

平成21年度は 8名雇用した｡(平成20年度の雇用者数は 7名)

雇用対策特別枠事業として,個店魅力アップ ･空き店舗活用事業や市立高校の

就職支援相談員配置事業などを継続実施 している｡

平成21年10月19日.22日に.盛岡公共職業安定所と共に企業 9社を訪問し.釈

規高校卒業者の雇用確保を要請した｡

平成21年 11月 4日に,盛岡公共職業安定所,盛岡地方振興局,盛岡市立高校と

共に新規高卒者の採用に関して,関係団体を訪問した｡

平成21年12月_1日!こ,市長が,盛岡公葬聯筆安定所長等と葵を子華 甲や央工業団

地等を訪問し,_	 T｡:新規高校卒業者の雇用確保を要請 L7=_

平成20年度 3月補正予算及び平成21年度の予算により,失業者等を対象に,｢緊

急雇用創出事業｣として旦旺名,｢ふるさと雇用再生特別基金事業｣として旦旦各

合計量坦星を雇用する事業を実施した｡

平成22年度当初 ･補正予算で,失業者等を対象とした ｢緊急雇用創出事業i薮盤

雇用予定者241名)｣及び ｢ふるさと雇用再生特別基金事業(新規雇用予定者58


名ユ｣を実施する｡


新規高等学校卒業者雇用奨励金制度を創設し.平成 22年 3月卒業者を地元雇用


した事業所に対 し,奨励金 20万円を交付する｡-う･強 b人 伺 (和 ∠滞 甲)

【今後,実施を予定 しているもの】 郷 r塊 か掛l .
･平成22年度 6月補正予算で,失業者等を対象に ｢緊急雇用創出事業(新規雇用予

軍者47_蛋)｣を実施する予定であ垂｡

ウ 相談 ･マッチング支援について

･岩手労働嵐	 ハローワーク,県との情報共有や連携を通 じて,雇房や労働に関

する情報収集を行った｡

･もりおか就職面接会を.盛岡公共職業安定所等との共催で平成20年 1芦月19日,

平成21年 7月23日に開催 した｡

･｢ジョブカフェいわて｣において,合同会社説明会 ｢お仕事広場｣を随時開催 し

ている｡平成20年度は 8回開催 (参加企業数46社,参加者数 462名) し, 8名

の採用があった｡平成21年度は名称を ｢いわ了で必就 !ジョブカフ羊合同_会社

説


用があった｡


･盛岡公共職業安定所等との共催で ｢もりおか高校生就職面談会｣を平成 21.午 
11月 5日に開催 した｡
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エ その他

･岩手労働局,盛岡公共職業安定所,岩手県商工労働観光部,盛岡広域琴興局経

営企画部産業振興課,独立行政法人雇用 ･能力開発機構岩手センター及び盛岡

市立高校等と随時情報交換を行う｡

･盛岡市雇用対策本部会議を平成20年 12月12日に開催するとともに,12月24日に

は雇用対策に係る各部主管課長会議を開催し,現状での雇用と中小企業への融

資状況確認と.国が経済対策として実施を予定している第 2次補正予算への対

応について協議 した｡ 

(4)相談窓口の設置

ア 相談案内窓口

･市庁舎本館 1階の市民部市民活動推進課に案内窓口を設け.相砕内容に応 じて

担当部署へ取次ぎを行う｡

〔相談件数〕平成22年 4月末現在

量旦生 (生活支援相談旦蔓性,雇用相談 5件)

〔開設期間〕平成21年 1月 5日以降当分の間


イ 雇用相談窓口

･市庁舎別館 7階の企業立地雇用課に雇用相談窓口を設け,相談内容に応 じて関

係機関や担当部署へ取次ぎを行う｡

〔相談件数〕平成22年 4月奉現在 

4旦_壁 (関係機関紹介旦互生,担当部署紹介互生,その他旦生)

〔開設期間〕平成21年4月 1日以降当分の間

り 中小企業経営相談窓口

･原油高騰対策相談窓口を平成	 19年 12月 17日に商工課内に設置 したが,平成 

20年 10月31日からは.セーフティネット保証や原油及び原材料価格高騰.金

敵 経営の相談に応 じる中小企業経営相談窓口を設置している0

千 年末相談窓口 (平成20年度実施)

･雇用に係る相談,中小企業に係る経営相談を中心に行い,その他の相談につい

ても関係部署への取次ぎを行った｡


〔相談件数〕雇用相談 5件,中小企業経営相談 19件


〔開設期間〕平成20年12月27日 (土)～12月30日 (火)


〔開設時間〕午前 9時～午後 5時


〔開設場所〕市庁舎本館 8階 雇用労政課内
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オ 年末年始緊急生活相談窓口 (平成21年度実施)

･住宅手当や生活保護の相談 ･受付窓口を設け.年末 ･年始g)琴草生準相談を行

った｡

〔相談件数〕9件 (うち生碍保護申帯 3件)

〔開設期間〕平成21年 12月29日 (火)～平成22年 1月3日 (日)

〔開硬時間〕午前 9時∵午後 5時

〔開設場所〕市庁舎本館 5階 生活福祉課内


カ 中小企業年末経営相談窓口及び年末雇用相談窓口 (平成21年度実施)

中小企業年奉経営相談及び年末雇用相談を行った｡

〔相談件数〕9件 (中小企業経営相談 6件,雇用相談 3件)


〔開設期間〕平成21年 12月29日 (火),30日 (_水)

〔開設時間〕午前 9時～午後 5時


〔開設場所〕市庁舎別館 7階 商工課,企業立地雇用課内
 

4 今後の対応

国の動向を把握 し,国の政策に対応 した施策の展開を図ることとする｡

･15･


